
SDGs推進プロジェクト『あゆみ』レポート 2025 

～地域のために 未来のために～ 
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• 筑波銀行は、東日本大震災以降、地域復興・地域振興支援プロジェクト『あゆみ』の活

動を通じ、地域経済や地域社会の面的な復興および振興に取り組んでまいりました。 

• 当行は、国連が定めた「持続可能な開発目標 SDGs 」の趣旨に賛同し、地域のため

に 未来のために、 2019年4月に「筑波銀行 SDGs 宣言」を制定いたしました。  

2022年4月にスタートした「第5次中期経営計画」では、気候変動問題などSDGsや

ESGへの対応を持続的な企業成長への重要課題として認識するなか、社会的課題

の解決を目指した「サステナブルファイナンス」にも積極的に取り組みました。「サステ

ナブルファイナンス実行額」については、2025年3月末時点で3年間の累計実行額

が2,532億円となり、第5次中計3年間で設定した「920億円以上」という計画を大

幅に上回りました。また、取引先のSDGsの取組みを支援する「SDGs宣言先数」は

中計3年間の計画「500先以上」に対して2,085先の実績、「CO2排出量削減」につ

いては38.7％の削減計画に対して、45.6％の削減実績となるなど、すべての項目

で計画以上の成果をあげることができました。 

• 当行は引き続き地域社会の様々な課題解決に取り組み、株主の皆さまをはじめ、お

客さま、地域の皆さまにおかれましては、より一層のご支援、ご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。SDGs推進プロジェクト『あゆみ』の2024年度の活動及び今

後の取組みについてまとめましたので、是非ご高覧ください。 

～ 地域のために 未来のために ～ 
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Ⅰ．筑波銀行 SDGs推進体制 
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筑波銀行SDGs宣言 ～地域のために 未来のために～ 

 
▶ 地域経済の持続的な発展に向けて 
私たちは、保有する多様なネットワーク、金融仲介機能を発揮して、お客さまや地域の課題の解決を
通じて、地域経済の持続的な発展に貢献します。 
 
▶ 持続可能な地球環境の実現に向けて 
私たちは、環境にやさしい事業運営や再生可能エネルギー利用の促進等の活動を通じて、持続可能
な地球環境の実現に貢献します。 
 
▶ 地域に暮らす人々の豊かな社会の実現に向けて 
私たちは、地域社会における課題や要請に耳を傾け、事業活動を通じてその解決を支援し、豊かな地
域社会の実現に貢献します。 
 
▶ 責任ある事業の推進に向けて 
私たちは、コンプライアンスの徹底やガバナンス体制の整備を進め、持続可能な責任ある事業の推進
体制の整備を進めます。 
 

KPI (計画期間：2022年4月～2025年3月）と進捗 

サステナブルファイナンス実行額 CO2排出量削減 
（対2013年） 

ＳＤＧs宣言先数 

2025年3月期目標 920億円以上 
 

※3年間累計 
※目標2022年～2031年3月  

9年間 3,000億円 

▲50.0% 
 

2030年度削減目標 

500先以上 
 

3年間累計 

 

（中計3期目） 
2025年3月期実績 2,532億円 ▲45.6％ 2,085先 

SDGs推進体制 
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中小企業の 

やる気を 

喚起させる！ 

1. 名称 
SDGs推進プロジェクト『あゆみ』 

～地域のために 未来のために～ 

 

2. 計画期間 
2022年4月 ～ 2025年3月（3年間） 

 
3. 基本方針 
 SDGsの目指す「持続的で多様性と包摂性のある社会」の実現に向け、

地域振興支援プロジェクト『あゆみ』をSDGs推進プロジェクト『あゆ

み』にリニューアルし、社会的課題の解決のための施策を展開し、当行

を含む地域社会の持続的成長を目指しています。 

 第5次中期経営計画のスタートに伴い、社会情勢の変化に対応するた

め、「経営理念」と「筑波銀行SDGs宣言」を両輪として、マルチステーク

スホルダーとの「共通価値の創造」へつなげ、「サステナブル経営」への

転換をはかるべく、プロジェクト期間を延長し積極的に対応しています。 

 

 
 
 
 

SDGs推進プロジェクト『あゆみ』について 

 地域金融機関として事業性評価に基づく共通価値の創造 
 地方創生等の取組みの推進 

2011年3月、東日本大震災が発生しました。当行は速やかに「地域復興支援プロジェクト『あゆみ』」を策定し、グループ一体

となって地域の復興支援に全力で取り組みました。『あゆみ』プロジェクトは、復興の進展および社会情勢の変化に伴い名称

を変え、2019年4月より「SDGs推進プロジェクト『あゆみ』」として、SDGsが掲げる社会的課題の解決を通して地域の持続

的成長に取り組んでいます。     

 

 

 

SDGs推進体制 
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Ⅱ． SDGs推進プロジェクト『あゆみ』 具体的な取組みの紹介 
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私たちは、保有する多様なネットワーク、金融仲介
機能を発揮して、お客さまや地域の課題の解決を
通じ、地域経済の持続的な発展に貢献します。 

１．地域経済の持続的な発展に向けて  

サステナブルな地域経済を目指して 

地域のレジリエンス向上に向けて 
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経済 

２．持続可能な地球環境の実現に向けて 環境 

私たちは、環境にやさしい事業運営や再生可能エ
ネルギー利用の促進等の活動を通じて、持続可能
な地球環境の実現に貢献します。 

地球環境に配慮した行動 

３．地域に暮らす人々の豊かな社会の実現に向けて 社会 

私たちは、地域社会における課題や要請に耳を傾
け、事業活動を通じてその解決を支援し、 
豊かな地域社会の実現に貢献します。 

地方創生の更なる推進 

地域社会のサステナビリティ支援 

取引先の職場環境の向上 

４．責任ある事業の推進に向けて ガバナンス 

私たちは、コンプライアンスの徹底やガバナンス体
制の整備を進め、持続可能な責任ある事業の推進
体制の整備を進めます。 

持続的成長に向けたガバナンス体制 
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サステナブルな地域経済を目指して 

サステナビリティ関連商品の取扱い               対話             実践 

SDGｓ診断・宣言書策定 

地元中小企業におけるSDGsや脱炭素に関する取組

み状況をヒアリングシートを活用し、強み、弱みを見え

る化診断。その結果をフィードバック。 

SDGs診断結果をもとに、お客さまと対話を通じ、今

後のSDGsや脱炭素への取組み方針を社内外に公表

する「SDGs宣言書」の作成を支援。 

サステナブルファイナンス  
環境や社会課題解決が目的。 

資金使途がESGに該当する融資、SDGs宣言を実
施した先に対する融資、SDGs私募債、SDGs個人
向けローン（ZEH専用住宅ローン等） 

「筑波サステナビリティ・リンク・ローン」及び 「筑波
グリーンローン」「筑波ポジティブ・インパクト・ファイ
ナンス」の取扱いを開始（2025年度「ＳＤＧｓチャレ
ンジローン」 4月1日取扱開始） 

筑波ポジティブ・インパクト・ファイナンス 
企業活動が、ESGに与える影響を分析・評価し、ポジティブの影響増大とネガティブの影響低減に向けた 
取組みを支援 
 

資金調達 

本業支援 

サステナビリティ経営の高度化 

共通価値の創造 

サステナビリティ関連商品の取扱い 

持続可能な社会 

筑波銀行 

「環境」をはじめ、SDGsにおけるカテゴリ「人権・労働」、
「公正な事業慣行・組織体制」「製品・サービス」「社会貢
献・地域貢献」の各細目に対するソリューションメニュー
の提案。  

CO2排出量の測定支援先の紹介 

DX導入支援 

自家消費太陽光の提案 
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サステナブルな地域経済を目指して 

9 

筑波グリーンローン、筑波サステナビリティ・リンク・ローン 

筑波ポジティブ・インパクト・ファイナンス 

• 2022年に筑波グリーンローン（GL)および筑波サステナビリティ・リンク・ローン（SLL）の取扱開始。 
• 2024年に筑波ポジティブ・インパクト・ファイナンスの取扱開始。筑波銀行が国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP 

FI）が策定したポジティブ・インパクト金融原則に基づきインパクト評価を行い、その適合性について外部評価機関である株

式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）から、第三者意見を取得しております。  

地域のお客様 

融資契約・実行（GL、SLL及びPIF) 
モニタリング（GL、SLL及びPIF) 
達成状況によりインセンティブ付与（SLL) 
評価書作成（PIF） 

グリーンプロジェクト（GL) 

KPI/SPTsの設定（SLL) 

ESGに対してポジティブなインパクトの拡
大とネガティブなインパクトの緩和に向けた
取組み（PIF) 

外部機関 

株式会社格付投資情報センターによる筑波
GL、筑波SLL及び筑波PIFに対するフレーム
ワークへのセカンドオピニオン取得 

株式会社格付投資情報センターによる筑波
PIFのインパクト評価に対するセカンドオピニ
オン取得 

 

 

 筑波GL、筑波SLL、筑波PIFを通じたサステナビリティ経営の高度化 

筑波銀行 

TOPICS 

 
 
 
 

当行は、2024年9月に塚田建材株式会社と筑波ＰＩＦの第1号案件の契約を締結いたしました。当該企業は、自社の事業活動が環境・社

会・経済に与えるインパクトを確認し、「環境にやさしい企業への成長」、「働きやすい職場づくり」、「住み続けられるまちづくり」の3つの

テーマを特定しました。それぞれのテーマについて具体的な取組みと重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設け、ＫＰＩの達成に向けて取り組むこと

で、持続可能な社会の実現に貢献していきます。 
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お客さまとの対話・ 
コンサルティング 

 

 

 

 

 

経営課題の共有 

ニーズ把握 

SDGs宣言書作成支援 

サステナブルな地域経済を目指して 
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本業支援 

当行では、お取引先企業に対しコンサルティング営業を展開しています。お客さまのSDGs取組み支援に向けて、

ビジネスマッチングなど、本業支援を通じて課題解決に努めています。 

課題解決のご提案 

 

脱炭素化支援 

CO2排出量の可視化 

省エネ機器のレンタル導入 

自家消費太陽光 

EV車リース導入 

人材紹介 

 高度人材・専門人材の紹介 

 人材育成のための社員研修 

DX支援 

 DXによるビジネスモデルの変革サポート 

事業承継/M＆A 

 企画・提案からクロージングまで外部専門家と連携 

   し支援 

など 

 

 

 

お客さまの課題解決 

 

 

 

課題解決によるお客さまの

成長・発展 

 

 

当
行
基
盤
の
充
実 
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地域のレジリエンス向上に向けて 

地域経済の持続的発展を支援 

ベンチャー企業の育成 ビジネス交流商談会の開催 

 当行は、地域金融機関として地方創生に積極的に関与するため、

2016年以降独自のファンドを活用し、地域のベンチャー企業支援

に取り組んできました。 

 これらの取組みが、「地方創生に資する金融機関等の特徴的な取

組事例25選」に選定され、内閣府特命担当大臣（地方創生担当）か

ら表彰されています。 

 当行では、ビジネス交流商談会を開催しています。多様なネット

ワーク、金融仲介機能を最大限に発揮し、地域経済の持続的発展

を支援することを目的としています。 

  2024年11月に開催された商談会では、北関東広域にまたが

るセラー・バイヤー及び教育機関・自治体・支援団体が参加しました。

154のブース展示が行われ、約2,500名が来場し、大変賑わいま

した。引き続き地域の取引先企業・団体のビジネス機会の創出を目

指していきます。 
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私たちは、保有する多様なネットワーク、金融仲介
機能を発揮して、お客さまや地域の課題の解決を
通じ、地域経済の持続的な発展に貢献します。 

１．地域経済の持続的な発展に向けて  

サステナブルな地域経済を目指して 

地域のレジリエンス向上に向けて 
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経済 

２．持続可能な地球環境の実現に向けて 環境 

私たちは、環境にやさしい事業運営や再生可能エ
ネルギー利用の促進等の活動を通じて、持続可能
な地球環境の実現に貢献します。 

地球環境に配慮した行動 

３．地域に暮らす人々の豊かな社会の実現に向けて 社会 

私たちは、地域社会における課題や要請に耳を傾
け、事業活動を通じてその解決を支援し、 
豊かな地域社会の実現に貢献します。 

地方創生の更なる推進 

地域社会のサステナビリティ支援 

取引先の職場環境の向上 

４．責任ある事業の推進に向けて ガバナンス 

私たちは、コンプライアンスの徹底やガバナンス体
制の整備を進め、持続可能な責任ある事業の推進
体制の整備を進めます。 

持続的成長に向けたガバナンス体制 
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地球環境に配慮した行動 

脱炭素 ～TCFD提言賛同表明～ 

当行は2021年8月に、気候変動が地域のお客さまや当行に与える影響を想定しながら、脱炭素化に向けた対応を積極
的に進めるため、TCFD提言への賛同を表明しました。リスクや機会のほか、脱炭素化への取組みとして、当行では2つ
の中期目標を公表しました。CO2削減量とサステナブルファイナンス実行額を「指標と目標」とし、継続した情報開示の
充実に努めていきます。 

＜CO2排出量削減目標＞ 

Scope1（スコープ1）：ガソリン・重油・灯油・LPG の使用量に基づき計測 
Scope2（スコープ2）：電気の使用量に基づき計測 

＜サステナブルファイナンス実行目標額＞ 

目標額  3,000 億円 

対象となる期間  2022年4月～2031年3月（9年間） 

対象 
持続可能な社会の実現に向けたお客さまのESG
（環境・ 社会・ガバナンス）、SDGsへの取組みを
支援するための 投融資といたします。 

実績 
（2022年4月～
2025年3月） 

 2,532 億円 

・2013年度のScope1・2のCO2排出量を基準として、 

 2030年度のCO2排出量削減目標を50％削減と設定しました。 

・2024年度は2013年度比45.6％削減しています。 
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地球環境に配慮した行動 

脱炭素 ～カーボンニュートラルへの取組み～ 

営業車両の新型化、EV車・ハイブリッド車等の導入検討 

電気設備の更新（空調設備の省エネ化）、照明のLED化、 

再生可能エネルギー導入の検討、太陽光発電の設置検討（設置済15拠点）、 

DXの推進、節電への取組み 

非化石証書付 電力の購入 

GXリーグへの参画 

カーボンクレジットの購入 

カーボンクレジット
の本格活用 

Scope1 

Scope2 

さらなる脱炭素化施策に
取り組んでまいります。 

カーボン 
オフセット 

ネットゼロ 
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地球環境に配慮した行動 

環境保全への取組み 

森林保全への取組み 森林保全及び湖沼・河川の水質保全 

 2023年10月より「テーマ付SDGs私募債」の取扱開始。テーマ

付SDGs私募債は、当行が、私募債発行企業から受け取る発行手

数料の一部を賛同いただいた協賛テーマ先に寄贈するサービスが

付いた私募債です。私募債のメニューのひとつとして寄付金は茨

城県の森林、湖沼・河川の水質保全に利用されます。森林や湖沼・

河川の水質保全事業を支援し、自然資本や生物多様性保全に貢献

していきます。 

 当行は美しい健全な森林を次世代へ引き継いでいくために、毎
年「筑波銀行あゆみの森」において、新入行員と 頭取ならびに役員
による記念植樹や下草刈りなど、森林保全活動に取り組んでいま
す。 

 この記念植樹は2012年4月に開始され、2024年4月で13回
目となりました。これまでに延べ838名がアジサイの植樹を行い
ました。 

取組み実績 
〔累計植樹本数〕 

549本 
（2012～2024） 

私募債発行企業 

ニュースリリース 

 

 

設定した協賛テーマ先を私募債発行
先が選定 

①自然災害発生時の支援事業 

（寄贈先は茨城県及び市町村） 

②森林、湖沼、河川の水質保全事業 

（寄贈先は茨城県） 

③子ども食堂に関する事業 

（寄贈先は茨城県） 

④こどもすこやか募金支援 

（寄贈先は茨城県共同募金会） 

⑤日本赤十字社活動支援 

（寄贈先は日本赤十字社 茨城県支部） 

 

 

 

(1) 私募発行 

(2) 手数料支払 
（3)  右の①～⑤から寄付事業を指定 

（5)  当行ホームページに掲載 

発行の都度ではなく、寄付額を一定程

度ストックしてからまとめてお客さまの

希望に応じて①から⑤の事業毎に寄付

する。 

（4) 手数料の一部（私募債引受

額の0.2％相当額） 
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私たちは、保有する多様なネットワーク、金融仲介
機能を発揮して、お客さまや地域の課題の解決を
通じ、地域経済の持続的な発展に貢献します。 

１．地域経済の持続的な発展に向けて  

サステナブルな地域経済を目指して 

地域のレジリエンス向上に向けて 

16 

経済 

２．持続可能な地球環境の実現に向けて 環境 

私たちは、環境にやさしい事業運営や再生可能エ
ネルギー利用の促進等の活動を通じて、持続可能
な地球環境の実現に貢献します。 

地球環境に配慮した行動 

３．地域に暮らす人々の豊かな社会の実現に向けて 社会 

私たちは、地域社会における課題や要請に耳を傾
け、事業活動を通じてその解決を支援し、 
豊かな地域社会の実現に貢献します。 

地方創生の更なる推進 

地域社会のサステナビリティ支援 

取引先の職場環境の向上 

４．責任ある事業の推進に向けて ガバナンス 

私たちは、コンプライアンスの徹底やガバナンス体
制の整備を進め、持続可能な責任ある事業の推進
体制の整備を進めます。 

持続的成長に向けたガバナンス体制 
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地方創生の更なる推進 

行政との連携及び支援 

地域活性化ＤＭＯ推進事業への協力 

 当行はかすみがうら市と連携し、地域活性化

DMO（※）『かすみがうらFC（旧かすみがうら未

来づくりカンパニー）』に出資し、運営を支援して

います。サイクリング事業を核とし、地域商社機

能を含めた様々な事業を展開しております。 

（※）DMO（Destination Management 

Organization）とは…地域にある観光に精通し、観光地

のPR、マーケティング、商品開発の活動を通じ、観光地の

魅力を高め、地域経済を活性化することを目的とした法人 

 当行と地域振興協定を締結している自治体にお
いて、観光振興や地域魅力発信のため、地域の
優れた産品を市の推奨品として選定し、その事
業に協力しています。 

自治体と連携したまちづくり 

当行と地域振興協定を締結している自治体にお
いて、観光振興や地域魅力発信のため、地域の
イベント開催に協賛し、ボランティアスタッフとし
て参加するなど協力しています。 

サイクリング事業 

 当DMOが、 「第10回 ディスカバー農山漁村

（むら）の宝アワード」で、優良事例として選出さ

れました。農林水産省及び内閣官房より、地域

の活性化に取り組んでいる優良な事例として評

価されたことによるものです。 

 

さくら川百貨 石岡セレクト認証品カタログ 

常陸太田市認証特産品 

ガイド 

那珂市特産品 

ブランド認証品カ
タログ 

あんこうサミット
（北茨城市） 

茨城物産展
（坂東市） 

奥久慈大子祭り
（大子町） 

地域の優れた産品選定、 
ブラッシュアップ、販路支援 
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地域社会のサステナビリティ支援 

金融経済教育への取組み 

エコノミクス甲子園 茨城大会の開催 
土浦一高 探究学習委員会県内 
フィールドワークに協力 

高校生によるビジネス交流商談会への出展 茨城県内 高校生向け金融教育の実施 

 高校生が楽しみながら金融経済に興味を持ち、

将来社会人として必要な経済知識を学ぶきっ

かけを提供するため、当行は2012年より「エコ

ノミクス 甲子園」茨城大会を主催しています。 

参加された高校生のみなさんと当行スタッフ 

2024年12月茨城大会開催
優勝チーム 

 2025年2月に全国大

会が国立オリンピック記念

青少年総合センター（東京

都）で開催されました。 

 

 当⾏は、茨城県⽴⼟浦第⼀⾼等学校
と連携協⼒協定を締結しており、学生

のみなさんの課題研究等について、当
⾏の行員が積極的に指導・助⾔してい

ます。 

 2024年度は小美玉市役所及び
茨城県開発公社茨城空港ビル管理
事務所様の協⼒のもと、フィールド
ワークを実施しました。「⾃らの探究
課題を深化・発展させる」こと、銀⾏

や自治体の専門家の話を聞いたり、
議論することを通じて「幅広い視野
を⾝につける」ことを目的としてい

ます。 
航空業界のSDGｓへの
取組みについて茨城空
港ビル管理事務所⽯崎
副所⻑より講義してい

ただきました 
フィールドワークに参加された高校生のみなさん 

交流会に出展した高校のブースを訪ねる
当行役員 

 ビジネス交流商談会には一
般企業、自治体、教育機関など
に加え、茨城県内の高校も参
加しました。 

  高校生が開発・考案した商
品などの展示・発表を行い、専
門の企業とのリアルなビジネ
ス交流を体験していただく学
びの場となりました。 

 当行は茨城県教育委員会と「茨城県内5⾦融機関による『⾦融教育にか
かる包括連携協定』を締結しました。茨城県内の⾼校から要請を受け、⾼
校⽣に⾦融教育を実施しました。 

 教育内容はライフイベントとマネープラン・資産形成の必要性・⾦融商品
の仕組みと特徴・ローン、クレジット・⾦融トラブルなどです。 

高校生に向けた⾦融教育の様子 
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地域社会のサステナビリティ支援 

スポーツ事業・文化事業の支援 

福祉及び教育の支援事業 

筑波ジュニアオーケストラの活動支援 スポーツ事業への協力 

公益信託「愛の社会福祉基金」・「奨学基金」 贈呈 

当行では社会貢献活動の一環として、公益信託｢筑波銀行愛の社会福祉基金｣

および｢筑波銀行記念奨学基金｣を設立し、毎年助成金と奨学金を贈呈してい

ます。今年度も助成金および奨学金を、社会福祉施設とアジアからの留学生へ

贈呈しました。 

助成⾦および奨学⾦目録贈呈 

毎年恒例となっている筑波銀行「あゆみ杯・茨城県学童軟式野球
大会」が、2024年もノーブルホーム水戸球場他を会場とし、県
内から多数のチームが参加し熱戦が繰り広げられました。 

筑波銀行「あゆみ杯・茨城県学
童軟式野球大会」優勝チーム 

「かすみがうらマラソン」に
協賛 

つくばユナイテッドSunGAIA
の「筑波銀行特別協賛試合」 

当行は、筑波ジュニアオーケストラの設立以来、その活動を支援しています。 
音楽を通じ子どもたちの豊かな感性を醸成し、次世代をリードする人財の育成
に貢献しています。 当行では、毎年開催されている定期演奏会に協賛してい
るほか、団員のみなさんが快適に練習や活動に取り組めるよう協力しています。 

当行が開催した「つくば駅前マルシェ
」にて演奏する筑波ジュニアオーケス
トラ・つくばウィンドオーケストラの

演奏会 

私募債「こどもすこやか募金への支援」 

テーマ付SDGs私募債は、当行が、私募

債発行企業から受け取る発行手数料の

一部を地域の地方公共団体等に寄贈す

るサービスが付いた私募債です。私募債

のメニューとして寄付金が茨城県共同募

金会に寄付金目録が贈呈されました。寄

付金は、茨城県内の児童福祉、子ども虐

待防止、子育て支援等に役立てられます。 
寄贈式にて 
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取引先の職場環境の向上 

中小企業向け従業員の福利厚生の充実 

ハッピーエールサポート 

中小企業のお客さま向けに、従業員の福利厚生の充実を図るパッ
ケージ商品である「ハッピーエールサポート」を提供しています。本
サービスは、金融取引、生活応援、研修・セミナーの3つのサービス
で構成され、中小企業のお客さまにとっては福利厚生サービスを
取り入れることで、従業員の生活の安心と充実をはかり、従業員の
定着や優秀な人材の採用に繋がることが期待されます。 

健康経営推進への取組み 

3社連携協定 

当行は損害保険ジャパン株式会社、SOMPOひまわり生命保険株
式会社との３社で「健康経営」について相互に連携を図り、地元中
小企業に広めることを目的に「健康経営推進に関する連携協定」を
締結しました。本協定締結により、損保ジャパングループのツール
やノウハウを活用し当行取引先に対し、健康経営の普及に取り組ん
でいます。また、ハッピーエールサポート契約先に対し、無料で活用
できる健康管理アプリを紹介しています。 

本取組みが「地方創生に資する⾦融機関等の特

徴的な取組事例」に選定され、地方創生担当
⼤⾂より表彰されました。 
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私たちは、保有する多様なネットワーク、金融仲介
機能を発揮して、お客さまや地域の課題の解決を
通じ、地域経済の持続的な発展に貢献します。 

１．地域経済の持続的な発展に向けて  

サステナブルな地域経済を目指して 

地域のレジリエンス向上に向けて 
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経済 

２．持続可能な地球環境の実現に向けて 環境 

私たちは、環境にやさしい事業運営や再生可能エ
ネルギー利用の促進等の活動を通じて、持続可能
な地球環境の実現に貢献します。 

地球環境に配慮した行動 

３．地域に暮らす人々の豊かな社会の実現に向けて 社会 

私たちは、地域社会における課題や要請に耳を傾
け、事業活動を通じてその解決を支援し、 
豊かな地域社会の実現に貢献します。 

地方創生の更なる推進 

地域社会のサステナビリティ支援 

取引先の職場環境の向上 

４．責任ある事業の推進に向けて ガバナンス 

私たちは、コンプライアンスの徹底やガバナンス体
制の整備を進め、持続可能な責任ある事業の推進
体制の整備を進めます。 

持続的成長に向けたガバナンス体制 
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筑波銀行 SDGs推進体制 

筑波銀行ではSDGs推進を重要な経営課題であると認識していることから、SDGs委員会の委員長を頭取とし、「SDGｓ推

進プロジェクト『あゆみ』」の取組み状況を協議しています。毎月タスクフォース会議を開催し、強化すべきテーマについては

SDGｓ委員会に上程しています。SDGs委員会での議論は常務会を経て定期的に取締役会に報告し、社外を含めた取締役か

ら助言・提言を受けています。   

 

 

 

持続的成長に向けたガバナンス体制 

22 
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Ⅲ．今後の取組みについて 



Tsukuba Bank, Ltd. 

SDGs推進プロジェクト『あゆみ』～過去・現在・未来～ 

24 

地域復興支援

プロジェクト 

『あゆみ』 

2030～ 

BEYOND 

SDGs 

2011 
地域振興支援

プロジェクト 

『あゆみ』 

2016 SDGs推進

プロジェクト 

『あゆみ』 

2019 

2030～ 

BEYOND 

SDGs 

2011.11 

森林保全活動の開始「筑波銀行 

あゆみの森」 

2011.9 

「地域復興支援プロジェクト
『あゆみ』」策定、全行あげ
た具体的な支援活動開始 

2012.7～ 

特別編集「るるぶ北茨城市」の
発刊。以降これまで県内8地公
体のるるぶを発刊 

 

2012.12 

第1回全国高校生⾦融経済クイズ
選手権「エコノミクス甲子園」茨
城大会開催 

協定自治体の各種イベントへの協力 

2021.8 

TCFD提言への賛同表明 

2021.2 

福利厚生パッケージ「ハッピー
エールサポート」サービス提供
開始 

2022.12 

「筑波サステナビリティ・リンク・
ローン」および「筑波グリーンロー
ン」の取扱開始 

2024.5 

「筑波ポジティブ・インパク
ト・ファイナンス」の取扱開始 

2025 

•「SDGsチャレンジローン」の
取扱開始 

•ファイナンスドエミッション算
定開始 

•TNFDフォーラム参画 

 

 

持続可能な社会 

筑波銀行のカーボン

ニュートラル 

地域社会のカーボン

ニュートラル 

地域社会のネイチャー

ポジティブ 
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TCFDへの賛同 目標設定 

 サステナブルファイナンス実行額 

CO2排出量（Scope1＋2） 削減率 

2022年度から2030年度までにサステナブルファイナンス（環
境・社会課題解決に向けた融資）の実行額3,000億円 

2030年度までにCO2排出量50％削減（2013年度比） 

 Scope  1+2 筑波銀行カーボンニュートラル 

CO2排出量（Scope 3） 算定 

脱炭素化に向けて 
2021年8月に賛同 

• 地域の取引先企業の環境・社会課題を金融面
や本業支援を通して支援 

• Scope3 Cat.15算定に基づいて融資や本業
を通じた支援により、お取引先企業さらには地
域社会の脱炭素化を推進 

さらなる目標 

地域社会のさらなる脱炭素化に向けて 

 Scope 3 地域のカーボンニュトラル 

• 自分たちが率先して取り組む姿勢を示す 
• 照明LED化、空調機器入替等の高効率機器に
よる省電力化、新型車両による燃料向上 

• カーボンクレジットの活用 
 

25 

         現在の取組み        中期目標 

2532億円 

目標3000億円 

脱炭素社会 
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地域社会の自然資本保全に向けて 

26 

 自然資本・生物多様性に関するリスクの認識、取組みの重要性が世界的に

高まってきています。  

  当行の営業基盤の中心となる茨城県においては、県北部の森林資源、太

平洋沿岸部の海洋資源、霞ケ浦を代表とする湖沼など、多彩で豊富な自然に

恵まれています。 

  当行は生物多様性を含む自然資本の保全、自然資本に依存するお取引先

企業等の課題解決（生態系の変化、特に温暖化や外来種による資源の減少や

自然資本保全のための人材・資金確保等）を積極的に進めていくことが地域

金融機関としての重要な使命と捉えています。 

  現在、茨城県の生物多様性戦略などを参考に、茨城県における生物多様

性に関する現地調査、情報収集を実施しており、今後のTNFD(自然関連財

務情報開示タスクフォース)への取組み、本格的な自治体、企業への支援に向

け、鋭意対応していきます。 

出所：茨城県「茨城県の生物多様性戦略」 

 北茨城市

地先海岸 

 伊師浜，小貝浜

および高磯 

 那珂湊地先沿岸 

  涸沼 

 千波湖 

 霞ケ浦・北浦水系の河川・

湖沼群 

 利根川下流部 

 菅生沼 

 渡良瀬遊水地および

周辺水田 

 持方 

 押延ため池いこいの森 

 八郷地区 

 宍塚の里山 

 富士権現山山麓 

 筑波山麓「すそみの田んぼ」と

周辺谷津田 

 天神の森周辺 

出所：環境省HP  
https://www.env.go.jp/nature/satoyama/08_ibaraki/ibaraki.html 
https://www.env.go.jp/nature/important_wetland/wetland/p03_08_ibar
aki.html 
 

茨城県の生物多様性の観点から重要な

湿地及び里地里山 
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Ⅳ．自然資本、生物多様性への取組み 

（TNFD提言への取組み） 
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 当行は、2025年9月TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース※）フォーラムに参画しました。 

 自然資本・生物多様性に関するリスクの認識、取組みの重要性が世界的に高まってきています。当行の営業基盤の中心となる茨城

県においては、県北部の森林、太平洋沿岸、霞ケ浦を代表とする湖沼など、多彩で豊富な自然に恵まれています。 

 当行は生物多様性を含む自然資本の保全、自然資本に依存するお取引先企業さま（以下、お客さま）の課題解決（生態系の変化、特

に温暖化や外来種による資源の減少や自然資本保全のための人材・資金確保等）を積極的に進めていくことが地域金融機関として

の重要な使命と捉えています。筑波銀行は茨城県の自然環境を守り持続的な地域経済を実現させるため、ネイチャーポジティブに向

けた取組みを進めていきます。 

 なお、TNFD提言への取組み内容については、MS&ADインターリスク総研株式会社のご助言をいただき作成しています。 

 
※TNFD（Task Force on Nature-related Financial Disclosures） 
企業が自然資本や生物多様性に関するリスクや機会を評価・開示するための枠組みを構築する国際的なイニシアティブ。 

  

TNFD提言への取組み    

TNFD提言への取組み 
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ガバナンス 

2024年度の主な協議テーマ 
・グリーンローン、サステナビリティ・リンク・ローン、ポジティブ・インパクト・ファイナンスの実績評価 ・Scope3開示に向けた取組み 
・TNFDの開示に向けた取組み ・SSBJについての情報共有 ・CO2排出量に関する長期目標設定  など 

 当行では、気候変動や自然に関連する課題の洗い出しや対応方向性の検討、対応の進捗状況の管理について、下図のようなフロー

及び体制にて監督しています。 

TNFD提言への取組み 
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3 

リスクとインパクト管理 

 当行では、気候変動対策及び持続可能な成長の観点から、クレジットポリシーと照らし、環境や社会に対し影響を与える可能性
がある融資について取り上げの可否を判断していきます。 
 また、業務上発生するリスクに関して「統合的リスク管理方針」のもと、適切なリスク管理・運営を行っていますが、気候変動や

自然環境に係るリスクについても、統合的リスク管理の枠組みで管理する体制の構築に努めていきます。 

「環境・社会に配慮した投融資方針」の制定について 

TNFD提言への取組み 

非人道的な兵器開発製造を行う事業者 投融資を行いません。 

人身売買等の人権侵害や強制労働に 
関与する事業者 

パーム油開発事業者については、国際認証等の取得状況や先住民現地社会とのトラブル等を十分に考慮していきます。 

石炭火力発電所の新規建設事業 
例外的な取組みを検討する場合には、国のエネルギー政策に沿っており、かつ環境負荷を考慮した厳格な基準を満たす事
業については、個別案件毎の特性等を勘案のうえ慎重に対応いたします。なお、炭素回収等の環境に配慮した先進技術に
ついては、GHG排出量の削減へ向けた取組みとして支援していきます。 

 当行では、ESG（環境・社会・ガバナンス）に配慮し、脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギー事業等の気候変動リスク

を低減する取組みや、森林資源の保護等の生物多様性の保全に向けた取組み等、持続可能な環境及び社会の実現に資する事

業を積極的に支援しています。 

 
環境・社会に対する重大な負の影響を与える可能性が高い、以下に該当する企業については、原則、投融資を行いません。 
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TNFD 6つの一般要件 

TNFD提言で提示されている一般要件の各項目に対する当行の立場を以下の通り整理しました。 

TNFD一般要件 

01 マテリアリティの適用 

当行は、茨城県の豊かな生物多様性がもたらす生態系サービスに依存し、生物多様性に対して間接的に正負のインパクトを与えていると
認識しています。また、当行としての自然関連のリスクと機会は、茨城県という地域にとっての自然関連のリスクと機会とも密接に関わっ
ていると考えられます。そこで当行ではダブルマテリアリティの考え方に基づき、お客さまの事業活動による「依存・インパクト・リスク・機
会（以下、自然関連課題）」を評価し情報を開示します。 

02 開示のスコープ 
本開示では、主にお客さまの事業活動に関して分析しました。 
今後、分析を精緻化するとともに、直接操業領域についても分析対象を拡大するなど、内容の充実化を図っていきます。 

03 
自然関連課題がある

地域 

本開示では、以下の理由により、霞ヶ浦・涸沼エリアに焦点を当て分析しました。 
• 全国的に見ても大きな淡水生態系である霞ヶ浦や、ラムサール条約湿地にも登録されている汽水生態系である涸沼は、豊かな生物多
様性を有し、茨城県にとって重要な生態系サービスを提供しており、当行にとっても重要な地域であるため。 

• 周辺の自治体と地域振興協定を締結しており、当行の重要な営業基盤に位置するため。 

04 
他のサステナビリティ
関連の開示との統合 

本開示ではTNFD提言に基づいて情報を開示しています。一方で、自然資本と気候変動は密接に関連していることも認識しています。今
後はTCFDとの統合を検討していきます。 

05 時間軸 

本開示においては、以下のような時間軸を想定しています。 
短期：現在から5年程度 
中期：現在から6～10年程度 
長期：10～30年あるいはそれ以降 

06 
ステークホルダーと
のエンゲージメント 

当行は、株主さま・お客さま・地域社会・当行従業員をはじめとするマルチステークホルダーとの協働により、地域の自然資本及びそれら
を基盤に暮らす人びとを支えていくことが、地域経済の活性をもたらすと考えています。今後分析の精緻化を進め、ステークホルダーと
ともに地域社会の環境保全と経済活性の好循環を創出できるよう取り組んでいきます。  

TNFD提言への取組み 
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戦略（全社的分析） 

 TNFDフレームワークで推奨されている自然関連リスク分析ツール「ENCORE（※）」の情報をもとに、11セクターの依存・イン

パクトの定性的な大小をヒートマップとして整理しました。整理の際には、一部のセクターについて、バリューチェーン上流にお

ける原材料の調達についても視野に入れ調節しました。セクターに関わらず、水資源の供給サービスや水質浄化サービスへの

依存度が高いこと、GHG排出や汚染を介してのインパクトが大きいことが伺えました。 
※企業が自然環境や社会に与える影響を評価するためのツール。企業が環境にどれだけインパクトを与え、依存しているかを測り、その影響を減らす方法を考える一助となります。 

当行の融資ポートフォリオ全体としての依存とインパクト 

＊生態系サービスについては、セクターに関わらず評価が低いものや、情報不足のため評価にグラデーションをつけることが難しい文化的サービスなどは割愛しました。 

【依存】 

【インパクト】 

TNFD提言への取組み 
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戦略（全社的分析） 

 依存とインパクトの分析内容を踏まえ、当行及びお客さまの自然関連リスクと機会を洗い出しました。これらのリスクと機会

を考慮することで、茨城県内の金融機関として地域の持続可能性を高めつつ、長期的な価値創造を目指します。なお、本分析

は現時点で考えられる一般的かつ初歩的なものであり、今後精緻化を図っていきます。 

全社的なリスクと機会 

物
理
的
リ
ス
ク 

水供給など、当行の操業において依存している生態系サービスが劣化することで、当行のインフラへの直接的な被害の発生や調達コストの増加

が発生するリスク（短期～長期） 

     【オペレーションリスク】 

水質の変化によってお客さまが依存している生態系サービスが劣化することで、お客さまの財務に影響を及ぼすリスク（中期～長期） 

     【信用リスク】 

移
行
リ
ス
ク 

環境資産に対する負のインパクト低減や正のインパクト増大のため、新しい技術や製品・サービスの開発や普及が進み、設備の導入や市場のニー

ズの対応に係るコストが増加することで、お客さまの財務に影響を及ぼすリスク （短期～中期） 

     【信用リスク】 

環境保護に影響する新しい規制や政策の導入に伴い、適応するためのコンプライアンスコストが増加し、お客さまの財務に影響を及ぼすリスク（中

期～長期） 

     【信用リスク】 

お客さまの事業活動が自然資本に負のインパクトを及ぼす場合、当行の企業評価にも懸念が生じるリスク（短期～長期） 

     【レピュテーションリスク】 

 上記のリスクへの対応策として、当行ではファイナンス面や本業支援でネイチャーポジティブと親和性の高いソリューションを

提供し、地域の自然資本保全を支援していきます。 

機
会 

【サステナブルファイナンス】 

環境保護に関連するプロジェクトに対して優遇条件での融資提供 

環境意識の高いお客さま向けに、サステナビリティ関連の金融商品提供 

新技術の開発や導入に対して優遇条件での融資提供 

【本業支援】 

環境に配慮した商品やサービスの需要が高まる中で、新たな市場・販路開拓を支援 

地域の安全性と持続可能性の向上に向けたBCPの策定支援 

環境負荷軽減を目指したソリューションの提案 

TNFD提言への取組み 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

霞ヶ浦・涸沼エリアに着目した自然関連課題の検討 

 霞ヶ浦や涸沼などの湖沼における自然関連課題を明らかにするた

めに、これらの湖沼における、主要な自然特性とそれに由来するめ

ぐみ（生態系サービス）、それらに支えられている産業や人びとの営

みの相互関係について、整理しました。 

霞ヶ浦と涸沼における主な自然特性と 
めぐみと人びとの営みの関係性（前半） 

 茨城県には、山地の自然林、人工林、社寺林、平地林、平地の

耕作地、河川、湖沼・遊水地、海岸林、沿岸・干潟、都市・工業地

帯などの多様な生態系が存在します。その中でも、自然林はわ

ずかで人による手入れが行われてきた二次林や人工林が多く

を占めることや、全国的に見ても森林面積が少ないこと、河川

や湖沼とそれに付随する湿地が多いことが特徴です。 

 本年度は、全国的に見ても大きな淡水生態系である霞ヶ浦、

ラムサール条約湿地にも登録されている汽水生態系である涸

沼という個別の湖沼に焦点を当て、その自然関連課題の整理

を行うとともに、関係が深いステークホルダーへのヒアリング

を行うことで、これらの湖沼とそれに伴う当行にとっての自然

関連課題に対する解像度を高めることとしました。 

 なお、本開示にあたっては、茨城県、茨城県霞ヶ浦環境科学セ

ンター、霞ヶ浦河川事務所、国土交通省などの戦略や報告書、

その他多くの既往研究を参照し、整理しました。 

TNFD提言への取組み 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

 霞ヶ浦や涸沼などの湖沼によるめぐみは、淡水生態系、湖沼に隣接する陸域生態系、湖沼から陸域にかけて移り変わっていく、淡水

域から陸域にかけての移行帯（エコトーン）の生態系それぞれと、それらが組み合わさってできている景観からもたらされています。 

 淡水には、ワカサギやシラウオなどの魚類が生息しています。また、淡水域から陸域にかけての移行帯には、移行帯ならではのヨシ

やガマなどの植物群落が発達し、このような生態系に特有のタナゴやハゼなどの魚類、オオセッカやコジュリンなどの鳥類、カヤネズ

ミなどの哺乳類が生息しています。ワカサギの生活史における餌には、地域では“ワカサギ虫”とも呼ばれるユスリカの仲間、ハゼの

仲間、イサザアミ、テナガエビなどが挙げられますが、これらの生息には、淡水生態系も、陸域生態系も、淡水域から陸域にかけての移

行帯も必要です。 

 霞ヶ浦や涸沼では、ワカサギやシラウオなど特有の生きものが獲れるという「バイオマス供給サービス」や、そのめぐみを支える、ワ

カサギの餌であるユスリカの仲間、ハゼの仲間、イサザアミ、テナガエビなどの生息が維持されていること、その生息に必要なヨシ原

などの移行帯に特有の植生や、時には湖沼周辺の陸域生態系が維持されていることといった、「個体数の維持サービス」、「生育・生息

地の維持サービス」が、古くから続いてきた内水面漁業や、佃煮などの食品加工業を支えてきていることがわかりました。 

 これ以外にも、霞ヶ浦や涸沼特有の自然や生物多様性が存在しているという、生物多様性そのものやその「象徴的サービス」などが、

湖沼周辺及び茨城県全域におけるブランドを形成しており、地域住民の暮らしや、自然や食を目的とした飲食業や観光業を支えてい

ると想定されました。 

 この他にも湖沼の周辺では、豊富な水があるという「淡水供給サービス」や、比較的平坦で広大な土地が広がっていることも大切な

自然の特性及びめぐみであり、このことによって水田やレンコン畑その他農業も盛んです。このことも、地域住民の暮らしや、食品加

工業、飲食業、観光業を支えていると想定されました。 

   

TNFD提言への取組み 

霞ヶ浦と涸沼における主な自然特性とめぐみと人びとの営みの関係性（後半） 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

 以上の検討により、霞ヶ浦や涸沼とその周辺における、漁業や農業、食品加工業、自然や食を目的とした観光業や飲食業が営まれていること、

特有の自然や生物多様性が存在していることが、特異な湖沼ブランドを形成していると整理されました。 

 湖沼ブランドの維持や毀損は、茨城県や当行にとって、マテリアルなテーマであるため、この湖沼ブランドに着目して、主要な依存とインパクトの

整理を行いました。特に霞ヶ浦では、気候変動が要因と想定される水温の上昇によって、ワカサギなどの生息や産卵に適さない環境に変化して

いることが指摘されています。また、霞ヶ浦は浅く広く閉鎖性が高い湖沼であることから、流域由来の水質汚染による負のインパクトも懸念され

ています。この他にも、オオクチバス、ブルーギル、チャネルキャットフィッシュなどの外来種の移入と繁殖による負のインパクトが想定されました。 

 ワカサギなどを含む霞ヶ浦や涸沼特有の自然や生物多様性の存続という面からは、移行帯の生態系やその周辺の陸域生態系まで連続的に、餌

資源となる生きものやその他霞ヶ浦や涸沼に特有の生きものが生育・生息できる環境が必要です。このことに対しては治水や利水を目的とした

人工護岸化などによる生態系利用の変化による負のインパクトも関係する可能性があると想定されました。移行帯の生態系やその周辺の陸域生

態系まで連続的に捉えた負のインパクトの評価や検討はまだ途上な側面もあると考えられ、継続した研究が求められます。 

 霞ヶ浦周辺の比較的平坦で広大な土地における水田やレンコン畑などによる農業に対しては、ナガエツルノゲイトウや、アライグマといった特定

外来生物の移入と拡大による負のインパクトによって従来の農業に適した自然の状態に変化が起きていると想定されました。特にナガエツルノ

ゲイトウは、霞ヶ浦やその水を媒介にして湖沼周辺地域に侵入しており、霞ヶ浦及びその周辺の移行帯の生態系と陸域の生態系、全体での取組み

が必要と考えられます。 

霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要な依存とインパクト 

TNFD提言への取組み 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

 霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要な依存・インパクトを踏まえ、物理的リスクについて、以下のように洗い出し

を行いました。 

霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要なリスク・機会 

急性 

慢性 
リスクの内容 リスク顕在化時の影響範囲としての想定 当行への影響 

急性 

突発的な気温上昇に伴い内水面漁業における収穫

量・収穫内容の急性的な変化。（ワカサギなどの漁獲

不良が突発的に発生）これに付随してお客さまの財

務が悪化する。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

収穫量減少によりお客さまの財務に影響を与える可

能性 

【当行与信ポートフォリオにおける信用リスクが増加】 

  

慢性 

  

内水面漁業における収穫量・収穫内容の慢性的な変

化。（ワカサギなどの漁獲不良継続）これに付随して

お客さまの財務が悪化する。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

ワカサギを含む湖水ならではの生き物が生育・生息

する生態系が劣化し、湖沼ブランドが慢性的に劣化す

る。これに付随してお客さまの財務が悪化する。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

湖沼周辺で営まれる飲食業/観光

業 

湖沼周辺地域や茨城県の居住者の

生活 

湖沼ブランド劣化によりお客さまの財務に影響を与え

る可能性 

【当行与信ポートフォリオにおける信用リスクが増加】 

  

お客さまの事業活動が自然資本にネガティブな影響

を及ぼす場合、当行の企業評価にも懸念が生じる可

能性 

【レピュテーションリスク】 

TNFD提言への取組み 

【物理的リスク】 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

種類 リスクの内容 リスク顕在化時の影響範囲としての想定 当行への影響 

政策 

湖沼ブランドを棄損する可能性のある負のインパクト（気候変動への影響、

生態系への改変、資源の過剰利用、大気・水・土壌汚染への影響、侵略的外

来種の導入や繁殖への影響）を与える事業者への罰則が厳しくなる。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

湖沼周辺で営まれる農業/付随する食品

加工業 

湖沼周辺で営まれる飲食業/観光業 

土木建設業 など 

政策に対応するための人件費、設備導入、事業停止などによりお客さま

の財務に影響を与える可能性 

【当行与信ポートフォリオにおける信用リスクが増加】 

  

お客さまが新しい政策に対応できなかった場合、当行の企業評価にも

懸念が生じる可能性 

【レピュテーションリスク】   

市場 
より環境負荷が低く可視化されているようなエコツーリズム、レンコン、佃

煮等が選ばれるようになる。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

湖沼周辺で営まれる農業/付随する食品

加工業 

湖沼周辺で営まれる飲食業/観光業  
市場動向調査にかかるコストや環境に配慮した技術導入によりお客さ

まの財務に影響を与える可能性 

【当行与信ポートフォリオにおける信用リスクが増加】 

技術 
  

魚介類の資源量の推定や資源量を左右する環境条件のモニタリング技術、

それらを統合した個体数管理技術の開発が進み、これらの開発や技術の

導入が遅れた際に市場の標準から外れる。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

農薬や肥料の量の低減や質の改善を実現する環境配慮型農業技術の開

発が進み、これらの技術の導入が遅れる。 
湖沼周辺で営まれる農業 

評判 
  

資源量の少ない生きものに対する漁業やこれに付随する産品への評価低

下。 
内水面漁業/付随する食品加工業 リスクへの対応策にかかるコストや事業停止によりお客さまの財務に影

響を与える可能性 

【当行与信ポートフォリオにおける信用リスクが増加】 

  

お客さまの事業活動が自然資本にネガティブな影響を及ぼす場合、当

行の企業評価にも懸念が生じる可能性 

【レピュテーションリスク】 

農薬や肥料の量を十分低減できていない農業やこれに付随する産品への

評価低下。 

湖沼周辺で営まれる農業/付随する食品

加工業 

特定外来生物など侵略的外来生物の導入に直接的または間接的に関与し

た事業者の評価低下。 

内水面漁業/付随する食品加工業 

湖沼周辺で営まれる飲食業/観光業 など 

システミック 

ワカサギを含む湖沼ならではの生きものが生育・生息する生態系の劣化

による“湖沼ブランド”の劣化と、霞ヶ浦や涸沼ならではの自然や生物多様

性と共生した地域を謳う“湖沼ブランド”に対する疑念が複合的に進むこ

とで、地盤エリア自体が、地域住民、事業者、関係人口などに選ばれなくな

る。地盤エリア自体の衰退が進み、金融業も衰退してしまう。 

地域全体 

内水面漁業/付随する食品加工業 

湖沼周辺で営まれる農業/付随する食品

加工業 

湖沼周辺で営まれる飲食業/観光業 など 

当行の営業基盤のひとつである霞ヶ浦・涸沼エリアの経済が衰退する 

【オペレーションリスク】  

【当行与信ポートフォリオにおける信用リスクが増加】 

 霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要な依存・インパクトを踏まえ、移行リスクについて、以下のように洗い出しを

行いました。 

霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要なリスク・機会 

TNFD提言への取組み 

【移行リスク】 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

対
応
策
（機
会
）  

【サステナブルファイナンス】 

持続可能な内水面漁業/不随する食品加工業、農業、飲食業、観光業等を推進するお客さまに対して優遇条件での融資提供 

資源量推定やモニタリング技術、個体数管理技術の開発に対して優遇条件での融資提供 

農薬や肥料の量の低減や質の改善を実現する環境配慮型農業技術の開発に対して優遇条件での融資提供 

 

【本業支援】 

内水面漁業や農業に携わるお客さまに対して適切な技術の選定や導入に関するコンサルティング。または、そのような技術導入に協力できる企業を紹

介するなどのビジネスマッチング 

食品加工業、飲食業、観光業に関してお客さまへのコンサルティングを実施のうえ、消費者のニーズを満たすためのソリューション提案 

環境に配慮した製品の市場展開に向けた販路支援 

 

【地域社会との協働】 

地域全体でエコツーリズムや環境に配慮した農業・食品生産を推進するため自治体や環境保護団体との協働 

湖沼の水温上昇について研究機関と密にコミュニケーションを取り、漁業者等に情報共有 

漁業者や農業者に対して、持続可能な方法や環境保護の重要性に関するワークショップやセミナーを開催 

自治体や環境に配慮したビジネスモデルを持つ企業とのパートナーシップを強化し、共同プロジェクトを推進するなどして、地域全体のネイチャーポジ

ティブへの意識を醸成 

霞ヶ浦や涸沼の自然や生物多様性を活かした地域ブランドを再構築し、積極的にプロモーション 

霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要なリスク・機会 

TNFD提言への取組み 

【機会】 

 霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要な依存・インパクトを踏まえ、移行リスクについて、以下のように洗い出しを

行いました。 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

 今回の整理では、文献による調査と整理に加えて、霞ヶ浦と涸沼の“湖沼ブランド”に関わる主要な関係者へのヒアリングも実施

し、その内容を踏まえる形としています。下図に、ヒアリング結果を一部抜粋したものを提示します。 

霞ヶ浦と涸沼の湖沼ブランド関係者へのヒアリング 

茨城県 

湖沼の水温上昇などは特に重大な課題であることから、これまでのCO2排出抑制などの緩和策だけではなく、例えば漁業・水産加工業における主

要魚種の切り替えなどの対応策の研究・推進が不可欠であると認識する  

ワカサギ、シラウオ、ウナギなどが獲れる豊かな湖沼があるというブランドイメージは茨城県にとっても非常に重要で、適応策を考えながらも地域

ならではの生物多様性は守っていく必要がある 

調査研究を進めて課題の解像度を上げながら、地域の全ての人びとが自然のめぐみを受けられるような合意形成を地域で進めていくことが大切

と認識 

生物多様性及び生態系の保全 に対して真に正となるような取組みに金銭的インセンティブをつけるような金融サービスをぜひ検討してほしい 

かすみがうら市 

特定外来生物であるナガエツルノゲイトウは、霞ヶ浦を媒介として沿岸、または用水を通じて侵入しているため、霞ヶ浦周辺全域で取り組む必要が

あると認識 

ナガエツルノゲイトウは耕作地を覆いつくし、アライグマは作物や栽培植物を食べてしまうなど、農業の営みへの被害が甚大で、効果的な対策が必

要 

未利用のバイオマス資源の活用や、侵略的外来生物の駆除など、地域が抱えている課題の解決に資する取組みに金銭的な援助が得やすい仕組み

があれば、取組みが進めやすい 

茨城町 

ラムサール条約湿地である涸沼とその周辺の豊かな里山を最大限活かすことで、居住者や関係人口を増やすためのアイディアの発見と実装を進め

ていくことが、現在の最も重要な目標 

多方面からアイディアを集めたり、仲間や関係人口を集めたりする仕組みや仕掛けが必要 

内水面漁業関係者 

ワカサギやシラウオなどが生息できる環境の変化を引き起こしている要因はさまざまで、複合的なものと考えるが、中でも湖沼の水温上昇の影響

は甚大と認識 

ワカサギなど湖沼の魚介類の生息には、その生活史の中での餌資源となる生きものの生息も欠かせず、湖沼の中だけの問題ではなく、その周辺の

陸域にかけての環境の保全が必要 

観光業関係者 
ワカサギ、シラウオ、レンコン、コメなど、地場で収穫され加工された食材を使った食事の提供なども観光業の中では価値になっていると認識 

単なる観光業としてだけではなく、地域の方々の生活や交流、地域コミュニティの維持、という根本の課題に対して役割を果たすことが必要 

TNFD提言への取組み 
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戦略（霞ヶ浦_涸沼にフォーカス） 

 今回は、霞ヶ浦と涸沼という湖沼に着目し、“湖沼ブランド”に関わる主要な自然関連課題の検討をしてきました。今後、さらな

る精緻化や深掘り、エンゲージメントを向上していきます。その上で、今後の対応方向性としてのキーコンセプトは以下の通りと

想定されます。 

霞ヶ浦と涸沼における“湖沼ブランド”に関わる主要な自然関連課題を踏まえての今後の方向性 

特にマテリアルな負のインパクトであると想定される、湖沼の水温の上昇には特に着目し、地域金融機関

としてできることの模索、自治体やアカデミアと連携した更なる研究や情報交換が必要であると考えられ

ます。 

 

自然や生物多様性の存続については、適応策も含めた抜本的な対策について、地域金融機関としてでき

ることの模索、ステークホルダーとの協働を通して、引き続き早急に検討してくことが肝要であると考え

られます。 

 

ワカサギなどを含む湖沼ブランドを形成している生きものの生育・生息には、淡水生態系のみならず、淡

水から陸域への移行帯の生態系、湖沼周辺の陸域生態系まで連続的にとらえ湖沼とその周辺一帯での研

究や取組みを推進することが必要と考えらえます。 

 

地域金融機関として、湖沼とその周辺一帯における、事業者や自治体による湖沼ブランド維持に貢献する

取組みや工夫に金銭的なインセンティブを付与する方策の検討が必要と考えます。真に湖沼ブランド維持

に貢献する取組みかを評価・判断できるように、取組み例のリストアップや可能な限り明瞭な評価・判断

基準の設定に向けて検討を進めます。 

TNFD提言への取組み 
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筑波銀行における生物多様性に関する取組み 

 我が国において生物多様性を脅かす要因は4つに分類されます。当行では、茨城県における生物多様性にかかわる課題を認識

し、間接的ではありますが解決に向けて取り組んでいます。今後は取組み範囲を広げ、直接的な課題解決に貢献できるよう努め

いていきます。 

生物多様性を脅かす要因 茨城県における課題の例  筑波銀行の取組み 

1. 開発行為など人間活動による環境の悪化 

堰の建設による魚類の縦移動の阻害 

ダム建設による氾濫原の減少 

生活排水・農業排水等による水質汚濁 など 

桜川清掃活動への参加や、茨城県森林湖沼環境基金へのSDGs

私募債の受け入れを通して環境整備や水質保全に貢献 

2. 自然に対する働きかけの縮小 
間伐遅れの林分の増加による自然災害等脆弱な森林の増加 

管理者不足による管理放棄地の増加 など 

六斗の森の植樹活動や、茨城県森林湖沼基金へのSDGs私募債

の受け入れを通して森林整備に貢献 

3. 人間により持ち込まれたものによる危機 

外来種の侵入（オオクチバス、コクチバス、ブルーギル、アライグ

マ、オオクチバス、ミズヒマワリ） など 

農薬による生態系の破壊 

桜川清掃活動への参加や、茨城県森林湖沼環境基金へのSDGs

私募債の受け入れを通して生物多様性保全に貢献 

人や環境に害の少ない分子標的型農薬開発企業への出資 

4. 地球環境の変化 
温暖化によるブナ・ミズナラ林の分布縮小 

霞ヶ浦など湖沼の水温上昇 など  

脱炭素化に向けた諸々の取組み（TCFDをご参照ください） 

 

TNFD提言への取組み 

【森林保全】 
当行は美しい健全な森林を次
世代へ引き継いでいくために
毎年、新入行員と頭取ならび
に役員による記念植樹や下草
刈りを「筑波銀行あゆみの森」
において実施するなど、森林
保全活動に取り組んでおりま
す。 

【環境美化】 
毎年霞ヶ浦・北浦地域清掃大作
戦（清掃ボランティア）に参加し
ております。本店営業部を中心
に土浦近隣の営業店、土浦在住
の行員が参加し、土浦市内の桜
川河川敷清掃を通して環境美化
に貢献しております。 
  

【森林保全及び湖沼・河川の水質保全】 
2023年より「テーマ付SDGs私募債」の取り扱いを開始。テーマ付SDGs私募債
は、当行が、私募債発行企業から受け取る発行手数料の一部を地域の地方公共団
体等に寄贈するサービスが付いた私募債です。私募債のメニューのひとつとして
寄付金は茨城県の森林、湖沼・河川の水質保全に利用されます。森林や湖沼・河川
の水質保全事業を支援し、自然資本や生物多様性保全に貢献していきます。 
  

【人や環境に害の少ない分子標的農薬開発への出資】 
当行は、人や環境に害の少ない分子標的型農薬の開発ベンチャーへ出資していま
す。従来の農薬に比べて選択性が高く、また標的タンパク質を限定することで、地
域の生態系の健全性を維持し、持続可能な農業を促進します。環境にやさしい農
薬開発ベンチャーへの出資により、地域の自然環境の保全と生物多様性の維持に
貢献していきます。 
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